






































































説 1 については支持する結果が認められなかった。一方、仮説 2 について、階層的重回帰
分析を行ったところ、おおむね支持する結果が示された。PWYWを経験した条件において、
標準化支払金額が高い場合、パワー変化量が高くなるにつれ、価値共創への参加意志の値も
有意に高くなることが確認でき、仮説 2a が支持された。仮説 2b を支持する結果は示され
なかった。 
第 7章では、第 6章の結果を踏まえて考察を行った。研究枠組み 1が成立せず、PWYW
の経験がパワーを向上させ、価値共創への参加意志を高めるという一連のプロセスは、外在
要因によって調整されると結論づけた。そして、研究枠組み 2を支持する結果から、パワー
の向上と支払金額の高さの両方が、支払方式の経験から価値共創への参加意志に与える影
響を調整することを確認した。パワーの向上と利用者の目標が PWYWの経験から価値共創
への参加意志への影響を考える上で重要な役割を果たしていると示唆された。これらの結
果から、実践上 PWYWによって顧客のパワーを向上できなかったとしても、企業は他の働
きかけを通して顧客のパワーの向上を果たし、かつ顧客からの支払金額を高められるよう
戦略を立てられれば、PWYWを通して顧客の価値共創への参加意志を高めることができる
といえる。 
本研究の学術的意義として以下の 3点をあげることができる。1点目として、PWYW 経
験が顧客と企業の関係形成に影響することを示したことで、PWYWの効果性をめぐる議論
を、単なる短期的な取引場面から、長期的な価値共創の文脈へと拡張した点にある。2点目
として、PWYW 研究と価値共創研究との接続に貢献できたと考える。PWYW と価値共創
マーケティングには強い親和性があるが、両者を積極的に関連付けさせようとする研究は
まだ見当たらなかった。本研究は、両者の関連が成立する可能性を実証的に検証し、PWYW
の研究と価値共創の研究との接続可能性を示した点で、これらの研究領域に対して貢献で
きたと考える。3点目として、価値共創の研究に対しても貢献できた点をあげられる。どの
ように価値共創への顧客の参加意志を高められるのかが十分に議論されていなかった中、
本研究はその条件を実証的に明らかにした。PWYWが顧客の価値共創への参加に影響する
条件を示すことができた点は、PWYWを採用しようとする実務家や、顧客の価値共創への
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参加を促したい実務家にも意義をもつだろう。本研究は、PWYWを採用することの戦略的
な意味を明示することできたからである。 
本研究には以下の限界点が存在する。本研究の限界として次の点をあげることができる。
1 点目として、PWYW によって価値共創への参加を促す条件の解明において、まだ検討さ
れていない条件が残されている点である。2点目は、本研究の結論が広く一般化できるため
に異なる題材を用いて追試を行う必要がある点である。3点目として、支払金額が、製品や
サービスの提供者とのその後のつながりを望む程度、ひいては顧客の価値共創への関与目
標をどの程度明確に反映しているかについての検討が不足しており、回答者の元の目標を
測定できる適切な項目を調査に組み入れて追試する必要がある点である。4点目として調査
では実際の金銭取引が行われなかった点に限界があると考えられる。仮想の取引と実際の
取引とでは異なる行動を取ってしまう可能性は否定できない。今後、実際に金銭取引のある
場面での調査を行い、本研究で示された結果の追試をしたい。 
